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Ⅰ．緒言
少子化や核家族化により，育児に対する知恵伝承の
減少や親の孤立化，および児童虐待が社会的に問題と
なっている．また，発達に課題をもつ子どもや疾患を
抱え養育が困難な家族もいる．このような家族には，
妊娠中から育児期におよぶ継続的な支援が必要と考え
られる．平成２３年度には，厚生労働省より「妊娠・出
産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る保
健・医療・福祉の連携体制の整備について」の都道府
県への通達がなされ，体制整備の促進がはかられてい
る．また，平成２４年度には，「児童虐待の防止等のた
めの医療機関との連携強化に関する留意事項につい
て」の通達により，虐待事案に限らず養育支援が必要
な家庭に対する連携体制が強化促進されている．医療
機関の助産師と保健機関の保健師は，妊娠期から育児
期を通して母子の身近な支援者であり，他職種・機関
との連携が必須といえる．しかし，連携を単に情報共
有を試みることと誤解し，連携の概念やプロセス全体
が十分理解されていない可能性がある（磯・小松崎・
真田・飯島，２０１０）．また，保健師については連携活
動そのものを分析した研究が少ない（小林・渡邊，
２００７）．保健医療福祉領域における連携の概念は明文
化されているものの，実践レベルにはなっていない
（吉池・栄，２００９）ことも指摘されている．
保健師あるいは助産師の他職種・機関との連携に関
わる実践内容および実践上の課題を明確にすること
は，今後のより良い連携活動の一助となると考える．
なお，「協働」は「連携」と明らかな相違があるとは
言い難く（中村・岡田・藤田，２０１２），同意語として
用いられることがあるため，本研究では双方を検索語
とする．
Ⅱ．研究目的
母子の支援に携わる保健師および助産師の連携・協
働についての研究結果を概観し，その動向と実践上の
課題を明らかにして，今後のより良い連携・協働のた
めの示唆を得ることである．
Ⅲ．研究方法
１．文献検索方法
医学中央雑誌Web版 Ver．５．０を用いて，１９８３年か
ら２０１４年１２月までに発表された文献を検索した．検索
語を「保健師」「助産師」「連携（統制語：専門職間人
間関係，患者ケアチーム，多機関医療協力システム，
地域社会ネットワーク）」「協働（統制語：チームナー
シング）」とした．検索結果は，「保健師」and「連携
or協働」では１，９０８件が検索され原著論文は６１９件，
この内，学校保健を除く母子に関連する文献は１４９件
であった．「助産師」and「連携 or協働」では９８７件
が検索され，原著論文は２５９件であった．
これらの文献から，総説を除き，次の３つの条件を
すべて満たす文献を抽出した．
①保健機関の保健師あるいは分娩取扱医療機関の助産
師に関する研究であること．
②①の所属以外の他職種との連携または協働の内容に
焦点が当てられていること．
③支援対象に妊娠中から乳幼児期の母子を含んでいる
こと．
最終的に，ハンドリサーチ１文献を含む１４文献を分
析対象とした．
２．分析方法
対象とした１４文献について，連携・協働した職種・
機関，公表年代，定義と用語，連携・協働の具体的内
容および実践上の課題に分類し，動向および今後の実
践上の課題を検討した．
３．倫理的配慮
公表されている文献のみを用いた．
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Ⅳ．結果
１．連携・協働した職種または機関と公表年代
１４文献の概要は表１の通りである．助産師と保健師
の連携・協働を含む文献は８件，保健師と医療機関の
連携・協働に関する文献は１件，保健師と保育所・保
育士の連携・協働に関する文献は２件，保健師と複数
著者名
（発行年） 研究目的
研究方法
調査対象 関係職種・機関 連携・協働の定義
１ 高野他（２００４）
個人情報の開示という問題との関係を視野
においた連携のあり方について検討し，今
後の母子保健・保育所保健の向上に資する
こと．
質問紙調査
保健師２６４名
面接調査
保健師，医師
保健師，保育所 記載なし
２ 野村他（２００４）
育児支援の現状と保健師，医療スタッフ，
退院前に保健師を交えて面談を行った母親
へのアンケート結果から，今後の育児支援
における課題について検討すること．
質問紙調査
保健師４４名，医療ス
タッフ４１名，母親８
名
保健師，医療機関 記載なし
３ 金浜他（２００５）
育児不安を抱えた母親と，助産師・他職種
との連携のあり方について検討すること．
事例研究
初妊婦２事例
助産師，保健師，ケース
ワーカー
記載なし
４ 大平他（２００７）
医療過疎地域における母子ケアの質を向上
させるために，望ましい看護職の連携のあり
方を，保健師の視点から明らかにすること．
質問紙調査
保健師１９名
保健師，助産師 記載なし
５ 荒井他（２００８）
一地方都市の診療所，基幹病院，市町村，
保健所の児童虐待に対する支援の現状を明
確化し，医療機関と地域保健機関看護職の
連携システムのあり方を提言すること．
面接調査
保健師５名・医療機
関所属の看護師６名
保健師，看護師，保育所，
児童相談所
記載なし
６ 門馬他（２０１０）
若年妊婦が，ソーシャルサポートを有効に
活用するための病棟助産師としての役割を
考えること．
事例研究
知的障害を有する
若年妊婦１事例
助産師，保健師，メディ
カルソーシャルワーカー，
看護師，医師，臨床心理
士，児童相談所等
記載なし
７ 栗原佳代子他（２０１０）
周産期のメンタルヘルスにおける望ましい
育児支援システム構築のあり方を検討する
こと．
面接調査
医療機関従事者９施
設（各１～５名）
助産師，保健師，メディ
カルソーシャルワーカー，
看護師，医師，臨床心理
士，児童相談所等
記載なし
８ 高谷他（２０１０）
Ａ病院での福祉分娩の実際を明らかにし，
妊娠中からの助産師外来でのかかわりや，
地域連携の重要性を見出すこと．
事例研究
Ａ病院における福祉
分娩利用者２２事例
助産師，保健師，医療機
関，福祉機関，児童相談
所等
記載なし
９ 高田他（２０１０）
乳児院の入所事例のなかから，精神障害者
の子育て支援における有機的なチーム支援
体制の構築された事例をとおして，保健
所・医療機関・乳児院の役割と連携の実際
と有機的なチーム支援体制が構築された要
因を考察すること．
面接調査
乳児院の施設長，フ
ァミリーソーシャル
ワーカー
保健師，看護師，医師，
相談員，児童相談員，子
ども支援センター活動
員，ファミリーソーシャ
ルワーカー・心理士等
記載なし
１０ 尾形他（２０１１）
児童虐待のリスクが高い事例に対する個別
支援の際に，行政保健師が行った保育所保
育士との連携の内容を具体的に明らかにす
ること．
面接調査
保健師５名
保健師，保育士 記載なし
１１ 栗原美帆他（２０１２）
市町の母子保健活動を担当している保健師
が，福祉等の他部署及び保育所・小学校等
の多職種との連携及び連携を継続するため
のネットワークにおいて，どのように良好
な連携をとり，又有機的なネットワーク活
動をどのように行っているかを明らかにす
ること．
面接調査
保健師４名，教育主
事１名，心理療法士
１名
保健師，教育主事，心理
療法士，子育て支援セン
ター，保育所，学校
連携：地域看護職がよりよい課
題解決と効果的な地域看護実践
のために，関係機関やグルー
プ・組織，あるいは他職種，コ
ミュニティメンバーなどと共通
の目的をもち，情報の共有を図
り，協力し合い活動すること．
協働：異なる主体が地域や社会
の課題を解決するために，それぞ
れの特性を生かしながら対等の立
場で協力し，協力して働くこと．
１２ 大友他（２０１３）
虐待予防のために継続的に母子の支援を行
う助産師と保健師の連携システムの構造を
記述すること．
面接調査
保健師５名，助産師
７名
助産師，保健師 連携システム：子ども虐待予防
のために助産師と保健師が情報
の共有を図り協力して活動する
こと．
１３ 渥美他（２０１３）
最も日常的に行なわれている個別支援に焦
点を当て，行政保健師が個別支援の際に
行った関係機関や関係職種との連携内容を
具体的に明らかにすること．
面接調査
保健師８名
保健師，助産師，訪問看
護師，理学療法士，地域
住民，児童相談所等
連携：互いに連絡をとり協力し
て物事を行うことであり，行政
保健師が関係機関や関係職種と
互いに連絡をとり協力して物事
を行うこと．
１４ 玉城（２０１４）
沖縄県の南部圏域における若年の母の保
健・医療・福祉の連携の現状，連携の促進
要因と阻害要因を明らかにする．さらに，
連携が円滑に行われるためには何が必要か
検討すること．
面接調査
保健・医療・福祉
機関所属者２２名
（保健師２名，助産
師６名）
保健師，助産師，看護師，
医師，医療ソーシャル
ワーカー，家庭相談員，
児童福祉司，事務職
記載なし
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の職種・機関との連携・協働に関する文献は３件で
あった．
１９００年代公表の文献はなく，２０００年代以降は，２０００
～２００４年が２件，２００５～２００９年が３件，２０１０～２０１４年
が９件と年数を追う毎に件数が増加していた．
２．連携・協働の定義と用語
連携および協働について定義している文献，連携に
ついて定義している文献，連携システムについて定義
している文献がそれぞれ１件あった．３件は，２０１２年
または２０１３年公表の文献であった．栗原・奥山
（２０１２）は，「連携」を「地域看護職がよりよい課題
解決と効果的な地域看護実践のために，関係機関やグ
ループ・組織，あるいは他職種，コミュニティメン
バーなどと共通の目的をもち，情報の共有を図り，協
力し合い活動すること」，渥美・安齋（２０１３）は，「互
いに連絡をとり協力して物事を行うことであり，行政
保健師が関係機関や関係職種と互いに連絡をとり協力
して物事を行うこと」と定義していた．大友・麻原
（２０１３）は，「連携システム」を「子ども虐待予防の
ために助産師と保健師が情報の共有を図り協力して活
動すること」と定義していた．いずれも異なる職種が
互いに連絡または情報共有し協力して活動することが
示されていた．
一方，栗原・奥山（２０１２）は，「協働」を「異なる
主体が地域や社会の課題を解決するために，それぞれ
の特性を生かしながら対等の立場で協力し，協力して
働くこと」と定義していた．協力して活動することは
「連携」と共通していたが，「それぞれの特性を生か
し，対等の立場」が異なる点であった．
用語については，１４文献すべてに「連携」が用いら
れていた．「協働」は，「連携」とともに４文献（荒井・
安武・笠置・岡光，２００８；栗原・奥山，２０１２；尾形・
有本・村嶋，２０１１；大平・今田・氷見・村本・前原・
吉川・大井・中村・新道・澁谷・浦野・藤田，２００７）
で部分的に用いられていた．
３．連携・協働の具体的内容
１４文献に示されていた連携・協働の具体的内容は，
事例への支援に関わる内容と，関係職種・機関同士の
日常的なつながりに関わる内容に分類された．事例へ
の支援に関わる内容は，支援のためにとった行動と支
援に関わる認識があった．なお，概観したすべての文
献に，連携あるいは協働の必要性が明記されていた．
１）事例の支援のためにとった行動
事例に対して，要支援者としての対象の把握（高
田・堀井，２０１０），問題の明確化と支援方法の検討（金
浜・千葉・武田・小舘・藤倉・熊谷，２００５），困り事
の確認（尾形他，２０１１）を行い，連携機関を見極め（渥
美・安齋，２０１３），連携・協働活動を開始していた．
そして，連携・協働先への依頼・連絡（荒井他，２００８；
金浜他，２００５；栗原・杉下・池田・山崎・古田・山
本・大塚・上別府，２０１０；尾形他，２０１１；高谷・安藤，
２０１０），連絡・依頼票の送付（野村・林谷・中田・元
重・南條，２００４；大友・麻原，２０１３；玉城，２０１４）に
より，事例の支援について連携・協働先との直接的な
関わりを始めていた．次に，連携機関への訪問（金浜
他，２００５；栗原他，２０１０；野村他，２００４；高谷・安藤，
２０１０），カンファレンス・会議等の実施（栗原他，
２０１０；門馬・塚田・田中・渡辺・寒河江，２０１０；高
田・堀井，２０１０；高谷・安藤，２０１０），電話や訪問等
による情報共有や報告書の送付（栗原・奥山，２０１２；
野村他，２００４；尾形他，２０１１；大友・麻原，２０１３；高
田・堀井，２０１０；高野・齋藤・安藤・福本・三橋・橋
本・金本・加藤・門脇，２００４；玉城，２０１４），同行訪
問や相互フォロ （ー金浜他，２００５；大友・麻原，２０１３）
が行われていた．そして，直接的な関わりをもつ中で，
キーパーソンやコーディネーターを決定し（高谷・安
藤，２０１０；高田・堀井，２０１０），対応方針を決定（尾
形他，２０１１；高田・堀井，２０１０；高谷・安藤，２０１０）
していた．尾形他（２０１１）は，事例への支援のために，
関係機関同士をつなぐ等の他機関の機能・役割調整を
することも連携・協働活動に含めていた．
また，渥美・安齋（２０１３）は，「連携機関の見極め」
「巻き込み」「橋渡し」「支援方針の合意」「専門的役
割の発揮」「連携のルール化（関係機関の動きの確認，
役割分担）」，荒井他（２００８）は，「情報共有」「各機関
の役割理解」「役割分担」「支援方針決定」「ネット
ワーク体制をつくる」「共に支援を行う」という時間
経過を伴う連携・協働活動のプロセスを示していた．
２）事例の支援に関わる認識
高田・堀井（２０１０）は，事例の支援について，「情
報・アセスメント・課題を共有する」，荒井他（２００８）・
栗原・奥山（２０１２）・野村他（２００４）・大友・麻原（２０１３）
は，「お互いの意識を高める」「互いを信じて支え合
う」「相互理解を深める」「信頼関係を形成する」とい
う，支援に関わる関係職種・機関相互の認識を報告し
ていた．また，栗原・奥山（２０１２）は，「信頼関係を築
く」「情報を相互に提供する過程で，提供する方が多
くなるように心がける」「お互いを理解し合う」こと
が重要であると示していた．
３）関係職種・機関同士の日常的なつながり
荒井他（２００８）は，紙面での連絡ではなく，相互交
流や定期的に集まる情報交換会等でお互いに評価をす
る場が連携には必須であると示していた．また，日頃
の事例検討会（栗原他，２０１０），勉強会の実施（栗原
他，２０１０；大友・麻原，２０１３），訪問による連携先に
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ついての情報収集（尾形他，２０１１；高野他，２００４），
活動状況報告やスタッフの顔合わせおよび相談する機
会の設定（高野他，２００４）という，支援する事例以外
でも常につながり続ける関係が示されていた．さら
に，関係機関が日常からお互いに専門性の理解を重ね
ること（栗原他，２０１０；大平他，２００７），日常から顔
つなぎができる環境（大平他，２００７），信頼し合える
関係（玉城，２０１４）の必要性が報告されていた．
４．連携・協働の実践上の課題
連携・協働の実践上の課題は，事例への支援に関わ
る課題と日常的なつながりに関わる課題に分類され
た．
１）事例への支援に関わる課題
事例の情報提供に関わる課題は，情報提供に関する
職種間の意識のズレ（高野他，２００４），担当者が不明
確であること（渥美・安齋，２０１３），人事異動があるこ
と（玉城，２０１４）が報告されていた．また，連携・協
働活動が個人情報の保護により困難となることも示唆
されていた（高野他，２００４）．さらに，連絡調整に時
間を要すること（玉城，２０１４）も示され，個人の認識
の課題と制度および環境面の課題から，タイムリーな
連携・協働活動が危ぶまれる現状が明らかとなった．
さらに，フィードバックが不十分である（渥美・安
齋，２０１３；玉城，２０１４）との報告もあり，事例への支
援内容を相互に周知すること（渥美・安齋，２０１３）や
事例についての直接的な話し合い（門馬他，２０１０）お
よび担当窓口の明確化（大平他，２００７）の必要性が示
唆されていた．
２）日常的なつながりに関わる課題
日常的な関わりについて，お互いの活動内容がわか
らない（栗原・奥山，２０１２），話し合いの場が不十分，
支援方法の視点の差異（玉城，２０１４），用語の概念・
認識の相違による理解不足（栗原・奥山，２０１２）とい
う連携・協働関係の構築を阻害する現状が報告されて
いた．また，連携・協働についての評価が不十分（玉
城，２０１４）という課題が挙げられていた．さらに，人
材の不足（高野他，２００４）や時間の不足（玉城，２０１４）
も日常的なつながりを困難にしていた．そして，気軽
に連絡できる関係の構築（大平他，２００７）や会議・研
修会等の充実（渥美・安齋，２０１３；金浜他，２００５；栗
原他，２０１０；大平他，２００７；高田・堀井，２０１０）が求
められていた．
Ⅴ．考察
１．連携・協働に関する研究の動向
検討した文献は，すべてが２０００年代以降の公表であ
り，近年，連携・協働実践に踏み込む研究が着目され
てきたと考える．また，連携・協働について定義され
ていた文献は２０１２年以降であり，連携・協働の共通認
識の必要性が重視されているといえる．
いずれの文献も連携あるいは協働の必要性を説いて
いるが，定義づけをしている文献は３件と少なかっ
た．栗原・奥山（２０１２）の「協働」の定義では，職種
それぞれの特性を生かしつつ対等の立場を保つことが
特徴であるとしているが，本研究では，この意図が明
確に含まれた内容は抽出されなかった．吾妻・神谷・
岡崎・遠藤（２０１３）は，連携・協働をまとめてひとつ
の概念と捉えている．したがって，「連携」「協働」，
さらに「連携システム」については，目的を含んだ表
記もあったが，明確な差異はないといえる．しかし，
本研究結果から，連携・協働の活動にはプロセスも含
まれるといえ，それぞれの定義に付加するべきである
と考える．
「連携」と「協働」の用語については，すべての文
献に表記されていた「連携」に対し，「協働」は４件
であった．看護学領域において，関係職種・機関のつ
ながりを表す表現は「連携」が一般的であり，「協働」
は比較的近年，使用されている用語であると考えられ
る．
関係職種については，１４文献すべてが保健師との関
連であり，助産師と明記されていた文献は８件であっ
た．医学中央雑誌による検索においても，保健師と助
産師の抽出件数に差がみられた．保健師は，個人・家
族のみならず，集団や地域も看護の対象とするため，
関係職種・機関が多い（小林・渡邊，２００７）．保健師
業務には連携・協働活動が日常的に含まれているた
め，必然的に研究も多くなると推察される．一方，助
産師は，妊娠中から育児期まで継続して支援を行う
（長谷川，２００５）自律性の高さゆえ，連携・協働を必
要としない事例もあると推察される．しかし，チーム
医療等で医師や看護師等との連携の充実が求められて
おり（岡本，２０１０），開業助産師との連携・協働も重要
である（筒井・十河・池添・真鍋・野口・中塚，２０１２）．
保健師と助産師間では，連携場面が少ない現状が明ら
かとなっている（筒井・東野，２００５）が，要支援者に
途切れない支援を行うためには，相互の立場から連
携・協働活動を活発化させる必要があると考える．
２．連携・協働の捉えと実践上の課題
連携・協働活動が課題を確認する時点から開始され
る場合と，連絡をする等の連携・協働先への直接的な
働きかけから開始される場合があった．また，他機関
の機能・役割を調整することや連携・協働の評価まで
を含めたものもあった．連携および協働の捉えは，活
動内容および範囲も含めて様々であるといえる．
吉池・栄（２００９）は，連携には行為レベルと認識レ
ベルのものがあるとしている．本研究においても，連
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単独解決できない
課題の確認
課題を共有し得る
他者の確認
協力の打診 目的の確認と目的の一致 役割と責任の確認 情報の共有 連続的な協力関係の展開
⑨要支援者とし
　ての対象把握
⑩困り事の確認
③退院前連絡 ②③⑦⑧病棟訪問
⑦入院中カンファレンス
⑥カンファレンス（役割確認・方針確認・情報交換）
⑧退院後カンファレンス（方針確認・情報交換）
⑨退院前会議（方針決定） ⑨複数回の会議
⑩他機関の機能・役割の調整
①⑫情報提供・収集
②連絡取り合う
⑨情報交換（電話）
⑩情報交換(訪問・電話)
⑪頻繁な情報交換
（電話・対面）
⑭報告書送付
②⑪フィードバック
③同行訪問
⑫相互フォロー
⑩対応方針共有
⑧フォローアップ体制決定
⑬連携機関の見極め　→　巻き込み　→　橋渡し　→　支援方針の合意　→　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門的役割の発揮　→　連携のルール化
⑤情報共有　→　　　各機関の役割理解　→　　　　　役割分担　→　　　　　　　　　　　　　　　　　　ネットワーク体制をつくる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支援方針決定　→　　　　　　　　　　　　　　　　共に支援を行う
⑧キーパーソン確認
⑨コーディネーター
決定　　　　　
⑦⑧連絡
⑤⑩依頼の連絡
⑭依頼票送付
②⑫連絡票送付
③問題の明確化と
　支援方法の検討
絡・依頼票の送付，連携機関への訪問，カンファレン
ス・会議等の実施，電話，面接，同行訪問等という行
動，いわゆる行為が報告されていた．また，意識を高
める，支え合う，相互理解を深める，信頼関係を形成
する等は，認識レベルの連携・協働の内容であったと
いえる．
また，吉池・栄（２００９）は，連携の展開過程として，
①単独解決できない課題の確認②課題を共有し得る他
者の確認③協力の打診④目的の確認と目的の一致⑤役
割と責任の確認⑥情報の共有⑦連続的な協力関係の展
開の７段階を示している．図１は，筆者が，本研究に
おいて抽出された連携・協働活動の内，行動内容を７
段階に当てはめたものである．
要支援者としての対象の把握，問題の明確化等は，
第１段階の「単独解決できない課題の確認」に該当す
ると考えられる．保健師や助産師が要支援者を把握
し，他職種との連携・協働の必要性の見極めを行うこ
とは日常的に行われている．１４文献の内，第１段階に
該当したものは３件であったが，今回検討した文献で
は，これを連携・協働活動として含めていなかったと
推察する．第２段階の「課題を共有し得る他者の確
認」では，１件のみ，連携機関を見極めることの記載
がみられた．第２段階に該当するものも少なかった
が，次の第３段階に進んでいることを考慮すると，当
然行われていたと考える．連携・協働の技や知識の伝
承のためには，明文化していくことが必要といえる．
第３段階の「協力の打診」については，行動・認識・
課題を含めてほとんどの文献で記述があった．次に，
カンファレンス・会議等で第４段階の「目的の確認と
目的の一致」を行い，コーディネーターの決定やフォ
ローアップ体制をつくる等の第５段階「役割と責任の
確認」をしていたといえる．なお，関係者が顔を合わ
せる会議等の場では，第３段階から第５段階までを通
して行っていたと推察される．次いで，訪問や電話お
よび書面により，頻繁に連絡を取り合うことで，第６
段階の「情報の共有」を行っていたと考える．そして，
関係者の同行訪問等という直接的な行動と，他機関の
機能・役割の調整というコーディネートを行うこと
で，第７段階の「連続的な協力関係の展開」をしてい
たといえる．
なお，事例の支援に関わる認識は，７段階には分類
できなかったが，すべてのプロセスの根底にあり，活
動を促進するものと考えられる．
以上より，連携・協働には時系列を含んだプロセス
があり，段階を踏んで活動を行うことで，要支援者へ
の途切れない関わりになるといえる．連絡をする，す
なわち協力の打診は連携・協働のきっかけに過ぎず，
連続的な関係職種・機関のつながりが必須であると考
えられる．
また，本研究で抽出された職種間の意識のズレ，お
互いの業務内容の不明瞭さ，理解不足等の課題は，一
図１ 本研究で検討した文献から抽出された連携・協働活動（行動の内容）
注：吉池他（２００９）による連携の展開過程の７段階に当てはめて筆者が作成 ：文献番号 ：連携・協働内容
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連の連携・協働のプロセスを通してお互いに学び合
い，顔のみえるつながりを構築することによって改善
に向かうと考えられる．時間を要するが，関係職種と
の相互理解（岡本，２００５）をしていく必要性があると
いえる．また，個人情報の保護については，共有する
情報の選択，関係者相互の意思統一をはかる必要があ
るといえ，個人の認識を深めていく必要がある．人材
や時間不足については，組織の課題ともいえ，連携・
協働の必要性を組織全体で再確認し，体制を整えてい
く必要があるといえる．また，事例を介した場面だけ
ではなく，日常的な勉強会や研修会等による現任教育
も必要となると考える．
３．より良い連携・協働のための示唆
保健師あるいは助産師に関する連携・協働について
の文献を概説したが，活動内容の具体化については研
究が発展途上であると考える．要支援者が増える現状
（下垣・原，２０１３）においては，今後さらに熟練した
技や知識を明文化し，周知していく必要があるといえ
る．要支援者の状況により，連携・協働活動の内容は
多様であるが，技や知識を伝承していくための活動指
標の開発も有用であると考える．
実践上では，要支援者に早期に，そして継続した関
わりを行うために，関係職種・機関の横のつながりを
絶やさないことが必須である．そのためには，連携・
協働の必要性を個人および組織が認識し，環境を整え
ていく必要があるといえる．
引用文献
荒井葉子，安武繁，笠置恵子，岡光京子（２００８）．児
童虐待防止のための医療機関と地域保健機関の看護
職の支援と連携．人間と科学 県立広島大学保健福
祉学部誌，８（１），１０１１１５．
渥美綾子，安齋由貴子（２０１３）．行政保健師が行う個
別支援における連携内容．日本地域看護学会誌，
１６（２），２３３１．
吾妻知美，神谷美紀子，岡崎美晴，遠藤圭子（２０１３）．
チーム医療を実践している看護師が感じる連携・協
働の困難．甲南女子大学研究紀要，７，２３３３．
長谷川充子（２００５）．出産後の継続支援を始めよう！
母子訪問を始めよう．ペリネイタルケア，２４（２），
１２３１２８．
磯玲子，小松崎愛美，真田育依，飯島節（２０１０）．高
齢者介護関連文献における「連携」の内容分析．リ
ハビリテーション連携科学，１１，１５２１５７．
金浜弘美，千葉亜弥子，武田リカ，小舘千公，藤倉睦
子，熊谷佳保里（２００５）．育児不安を抱えた母親へ
の継続看護－他職種との連携と今後の課題－．日本
看護学会論文集 地域看護，３６，７３７５．
小林恵子，渡邊岸子（２００７）．保健師の他職種・他機関
との連携に関する研究の動向－実態と今後の課題－．
新潟大学医学部保健学科紀要，８（３），１２７１３２．
厚生労働省（２０１４年１０月１日）．児童虐待の防止等の
ための医療機関との連携強化に関する留意事項につ
いて．
http：／／www．mhlw．go．jp／bunya／kodomo／pdf／
dv１２１２０３１．pdf．
厚生労働省（２０１４年１０月１日）．妊娠・出産・育児期
に養育支援を特に必要とする家庭に係る保健・医
療・福祉の連携体制の整備について．
http：／／www．mhlw．go．jp／bunya／kodomo／pdf／
dv１１０８０５３．pdf．
栗原佳代子，杉下佳文，池田真理，山崎あけみ，古田
正代，山本弘江，大塚寛子，上別府圭子（２０１０）．
周産期のメンタルヘルスと虐待予防のための育児支
援システム構築に関する研究（２）－医療機関からの
検討－．子どもの虐待とネグレクト，１２（１），６９７７．
栗原美帆，奥山みき子（２０１２）．市町の母子保健活動
における保健師と多職種との連携およびネットワー
ク．三重県立看護大学紀要，１６，３５４３．
門馬君枝，塚田祐子，田中純，渡辺道子，寒河江かよ
子（２０１０）．若年妊婦へのソーシャルサポート－地
域保健師との連携を通して－．栃木母性衛生，３６，
４９５３．
中村誠文，岡田明日香，藤田千鶴子（２０１２）．「連携」
と「協働」の概念に関する研究の概観－概念整理と
心理臨床領域における今後の課題－．鹿児島純心女
子大学大学院人間科学研究科紀要，７，３１３．
野村真二，林谷道子，中田裕生，元重京子，南條浩輝
（２００４）．地域の保健師との連携による NICU退院
児の育児支援－アンケート結果と今後の課題－．広
島医学，５７（６），５５６５６０．
尾形玲美，有本梓，村嶋幸代（２０１１）．児童虐待ハイ
リスク事例に対する個別支援時の行政保健師による
保育所保育士との連携内容．日本地域看護学会誌，
１４（１），２０２９．
大平肇子，今田葉子，永見桂子，村本淳子，前原澄
子，吉川由希子，大井けい子，中村由美子，新道幸
惠，澁谷泰秀，浦野茂，藤田徹（２００７）．保健師の
視点からみた医療過疎地域における母子ケアのため
の保健師と助産師の連携．三重県立看護大学紀要，
１１，９１９．
岡本喜代子（２０１０）．産科医と助産師との連携はどこ
までできる １．保健師助産師看護師法と助産師の
業務．産科と婦人科，１０（７），１１３３１１３８．
岡本千草（２００５）．産後のかかわり，もっと気にしませ
んか？保健師と助産師，１＋１＝１０．助産雑誌，５９（５），
４０８４１３．
大友光恵，麻原きよみ（２０１３）．虐待予防のために母
子の継続支援を行う助産師と保健師の連携システム
北海道医療大学看護福祉学部学会誌 第１１巻 １号 ２０１５年
― 82 ―
の記述的研究．日本看護科学会誌，３３（１），３１１．
下垣巻，原ゆかり（２０１３）．妊娠期からの継続支援の
必要な事例のリスク要因．島根母性衛生学会雑誌，
１７，６５６８．
高田美也子，堀井節子（２０１０）．精神障害者の子育て
支援における保健所・医療機関・乳児院の役割と連
携 有機的なチーム支援体制が構築された事例をと
おして．保健師ジャーナル，６６（１０），９１８９２３．
高野陽，齋藤幸子，安藤朗子，福本恵，三橋美和，橋
本一子，金本由利恵，加藤忠明，門脇睦美（２００４）．
保育所と地域保健の連携における子育て支援のあり
方に関する研究 母子保健と保育所の連携に関する
保健師の意識調査．日本子ども家庭総合研究所紀
要，４０，１１７１２８．
高谷若恵，安藤直美（２０１０）．多問題家族の妊娠・出
産・子育てに寄り添う 中規模公立病院における福
祉分娩の実際と課題 助産師外来の役割と地域連携
の重要性．助産雑誌，６４（５），４２０４２４．
玉城三枝子（２０１４）．ハイリスク母子の保健・医療・
福祉の連携の現状－若年の母の場合－．沖縄の小児
保健，４１，２２３３．
筒井真弓，十河幸恵，池添紀美代，真鍋由紀子，野口
純子，中塚幹也（２０１２）．電話相談からつながる助
産師の支援 母乳・授乳に関する相談内容に着目し
て．香川母性衛生学会誌，１２（１），６１６７．
筒井孝子，東野定律（２００５）．全国の市区町村保健師
における「連携」の実態に関する研究．日本公衆衛
生雑誌，５３（１０），７６２７７６．
吉池毅志，栄セツコ（２００９）．保健医療福祉領域にお
ける「連携」の基本的概念整理－精神保健福祉実践
における「連携」に着目して－．桃山学院大学総合
研究所紀要，３４（３），１０９１２２．
受付：２０１４年１１月３０日
受理：２０１５年３月３日
北海道医療大学看護福祉学部学会誌 第１１巻 １号 ２０１５年
― 83 ―
